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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第87期
第１四半期
連結累計期間

第88期
第１四半期
連結累計期間

第87期

会計期間
自　平成27年11月１日

至　平成28年１月31日

自　平成28年11月１日

至　平成29年１月31日

自　平成27年11月１日

至　平成28年10月31日

売上高 （千円） 8,912,467 8,487,151 39,180,324

経常利益 （千円） 111,943 59,135 1,780,124

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益
又は親会社株主に帰属する
四半期純損失(△)

（千円） 29,255 △1,628 968,923

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △51,009 240,852 422,452

純資産額 （千円） 24,924,957 25,191,625 25,173,903

総資産額 （千円） 34,147,856 33,637,567 34,792,072

１株当たり四半期(当期)純利益
又は四半期純損失(△)

（円） 2.93 △0.16 97.10

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

（円） － － －

自己資本比率 （％） 73.0 74.9 72.4
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第88期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純

損失であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第87期第１四半期連結累計期間の潜在

株式調整後１株当たり四半期純利益および第87期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれている事業の

内容に重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、事業の状況や経理の状況等に関して投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項の発生はありません。また、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について

重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)　業績の状況

当第１四半期連結累計期間のわが国経済は、個人消費の回復は足踏み状態にあるものの、海外経済の改善を背

景とした輸出の回復持続、設備投資の持ち直しに支えられ、緩やかな回復基調が続いております。一方、海外に

おいては、米国の保護主義政策、欧州政治の混乱や中国経済の減速がリスクとして横たわるなど、先行き不透明

な情勢にあります。

こうした情勢の下、当第１四半期連結累計期間における売上高は、機械製造販売事業および化学工業製品販売

事業の販売が共に減少したため、前年同期比4.8％減の8,487百万円となりました。利益面につきましては、化学

工業製品販売事業が増益となりましたが、機械製造販売事業の減収を背景に営業利益が前年同期比28.6％減の77

百万円となり、経常利益では為替差損が増加したことから前年同期比47.2％減の59百万円となり、親会社株主に

帰属する四半期純利益については前年同期の29百万円を30百万円下回る1百万円の純損失となりました。

　

セグメントの業績は、次のとおりです。

（機械製造販売事業）

機械製造販売事業では、海外向け部品・修理の販売が伸びた他、国内民需向け機械および部品・修理の販売が

堅調に推移しましたが、国内官需向け部品・修理の販売が繰延べ等により減少したことに加えて、中国向け砥粒

回収装置の販売が無かったことから、当四半期連結累計期間の売上高は前年同期に比べ6.8％減少し1,218百万円

となりました。

利益面につきましては、事業全体の売上高が減少したことを受け営業損益は前年同期における277百万円の損失

が310百万円の損失となりました。

　

（化学工業製品販売事業）

化学工業製品販売事業では、工業材料分野の住宅・建設用途向け材料、電子材料分野の半導体部品搬送用部材

等が堅調に推移した他、深圳コンパウンド事業が回復傾向にあるものの、国内合成樹脂分野の樹脂原料、化成品

分野の紫外線硬化樹脂や難燃剤、機能材料分野の半導体製造装置向けセラミックス製品の販売が減少したことか

ら、当四半期連結累計期間の売上高は前年同期に比べ4.4％減少し7,268百万円となりました。

利益面につきましては、収益性の良い商材の構成比率が高い工業材料分野の販売の伸び等により、営業利益は

前年同期に比べて0.6％増加し388百万円となりました。
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(2)　財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の資産は、棚卸資産が1,328百万円増加した一方、受取手形及び売掛金が1,527百

万円、現金及び預金が1,328百万円それぞれ減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べ1,154百万円

(3.3％)減少し33,637百万円となりました。

負債は、前受金が221百万円増加した一方、未払法人税等が617百万円、賞与引当金が475百万円、支払手形及び

買掛金が100百万円それぞれ減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べ1,172百万円(12.2％)減少し8,445

百万円となりました。

純資産は、配当金の支払い224百万円などにより、利益剰余金が224百万円減少したことのほか、その他有価証

券評価差額金の90百万円増加、為替換算調整勘定の113百万円増加などにより、前連結会計年度末に比べ17百万円

(0.1％)増加し25,191百万円となりました。

以上の結果、当第１四半期連結会計期間末における自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ2.5ポイント上昇

して74.9％となりました。

　

(3)　事業上および財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および

新たに生じた課題はありません。

　

(4)　研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における研究開発費の総額は37百万円です。当第１四半期連結累計期間において、当

社グループの研究開発活動状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 24,550,000

計 24,550,000
 

　

② 【発行済株式】

 

種類

第１四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成29年１月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成29年３月10日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 10,533,200 10,533,200
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株
であります。

計 10,533,200 10,533,200 － －
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

 
(千円)

資本金残高

 
(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

　 平成28年11月１日～

平成29年１月31日
－ 10,533,200 － 1,061,210 － 1,483,410

 

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成29年１月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－
権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式普通株式 554,800

完全議決権株式（その他） 普通株式 9,973,900 99,739 同上

単元未満株式 普通株式 4,500 － 同上

発行済株式総数 10,533,200 － －

総株主の議決権 － 99,739 －

 

　(注)１．「単元未満株式」には、当社所有の自己株式17株が含まれております。

　　２．当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成28年10月31日)に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

　

② 【自己株式等】

平成29年１月31日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

（自己保有株式） 東京都品川区北品川
554,800 － 554,800 5.26

巴工業株式会社 ５－５－15

計 － 554,800 － 554,800 5.26
 

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年11月１日から平成

29年１月31日まで）および第１四半期連結累計期間（平成28年11月１日から平成29年１月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年10月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年１月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 8,056,223 6,727,231

  受取手形及び売掛金 11,618,030 10,090,196

  電子記録債権 1,702,590 1,929,601

  商品及び製品 2,746,735 3,223,218

  仕掛品 1,166,982 1,853,851

  原材料及び貯蔵品 595,198 760,001

  繰延税金資産 500,420 422,765

  その他 282,133 176,008

  貸倒引当金 △4,645 △3,318

  流動資産合計 26,663,670 25,179,556

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 4,316,576 4,401,235

    減価償却累計額 △1,592,835 △1,627,860

    建物及び構築物（純額） 2,723,740 2,773,374

   機械装置及び運搬具 3,659,243 3,841,080

    減価償却累計額 △3,215,574 △3,328,142

    機械装置及び運搬具（純額） 443,669 512,937

   土地 1,931,071 1,932,079

   建設仮勘定 96,763 4,812

   その他 983,261 989,642

    減価償却累計額 △919,694 △931,338

    その他（純額） 63,567 58,304

   有形固定資産合計 5,258,812 5,281,508

  無形固定資産 304,807 274,292

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,149,211 1,281,692

   差入保証金 89,809 291,761

   退職給付に係る資産 1,242,576 1,247,811

   その他 110,849 108,370

   貸倒引当金 △27,664 △27,425

   投資その他の資産合計 2,564,783 2,902,210

  固定資産合計 8,128,402 8,458,011

 資産合計 34,792,072 33,637,567
 

 

EDINET提出書類

巴工業株式会社(E01705)

四半期報告書

 8/16



 

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年10月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年１月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 3,667,658 3,567,566

  電子記録債務 1,891,465 1,855,342

  未払金 558,442 558,612

  未払法人税等 632,403 15,158

  前受金 333,999 555,455

  賞与引当金 802,914 327,406

  役員賞与引当金 50,352 12,082

  製品補償損失引当金 107,349 102,045

  その他 424,583 272,156

  流動負債合計 8,469,170 7,265,826

 固定負債   

  役員退職慰労引当金 5,460 5,460

  退職給付に係る負債 56,135 54,558

  繰延税金負債 1,087,402 1,120,097

  固定負債合計 1,148,998 1,180,115

 負債合計 9,618,169 8,445,941

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,061,210 1,061,210

  資本剰余金 1,483,410 1,483,410

  利益剰余金 22,833,826 22,609,352

  自己株式 △363,591 △363,876

  株主資本合計 25,014,855 24,790,096

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 299,418 389,754

  繰延ヘッジ損益 △17,813 △626

  為替換算調整勘定 90,213 203,462

  退職給付に係る調整累計額 △212,770 △191,060

  その他の包括利益累計額合計 159,048 401,529

 純資産合計 25,173,903 25,191,625

負債純資産合計 34,792,072 33,637,567
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年11月１日
　至　平成28年１月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年11月１日
　至　平成29年１月31日)

売上高 8,912,467 8,487,151

売上原価 7,280,715 6,811,659

売上総利益 1,631,752 1,675,491

販売費及び一般管理費 1,522,623 1,597,538

営業利益 109,129 77,953

営業外収益   

 受取利息 1,721 271

 受取配当金 9,295 8,096

 受取賃貸料 1,707 1,707

 その他 4,020 4,802

 営業外収益合計 16,745 14,878

営業外費用   

 支払利息 51 4,453

 支払手数料 756 756

 売上割引 1,531 1,465

 為替差損 10,358 26,191

 その他 1,232 829

 営業外費用合計 13,931 33,696

経常利益 111,943 59,135

税金等調整前四半期純利益 111,943 59,135

法人税、住民税及び事業税 7,325 2,711

法人税等調整額 75,362 58,052

法人税等合計 82,687 60,763

四半期純利益又は四半期純損失（△） 29,255 △1,628

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

29,255 △1,628
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年11月１日
　至　平成28年１月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年11月１日
　至　平成29年１月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 29,255 △1,628

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △58,999 90,335

 繰延ヘッジ損益 △459 17,187

 為替換算調整勘定 △31,082 113,248

 退職給付に係る調整額 10,276 21,710

 その他の包括利益合計 △80,265 242,481

四半期包括利益 △51,009 240,852

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △51,009 240,852
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

 
当第１四半期連結累計期間

(自  平成28年11月１日  至  平成29年１月31日)
(会計方針の変更)
　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第26号　以下「回収可能性適用指針」
という。)を当第１四半期連結会計期間から適用し、繰延税金資産の回収可能性に関する会計処理の方法の一部を
見直しております。
　回収可能性適用指針の適用については、回収可能性適用指針第49項(４)に定める経過的な取扱いに従ってお
り、当第１四半期連結会計期間の期首時点において回収可能性適用指針第49項(３)①から③に該当する定めを適
用した場合の繰延税金資産および繰延税金負債の額と、前連結会計年度末の繰延税金資産および繰延税金負債の
額との差額を、当第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加算しております。
　なお、当第１四半期連結会計期間の期首における影響額は、軽微であります。
 

 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年11月１日
 至 平成28年１月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年11月１日
 至 平成29年１月31日)

減価償却費 99,921千円 100,526千円
 

　

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間（自 平成27年11月１日 至 平成28年１月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年1月28日
定時株主総会

普通株式 224,516 22.50 平成27年10月31日 平成28年１月29日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後

となるもの

　　該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間（自 平成28年11月１日 至 平成29年１月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年1月27日
定時株主総会

普通株式 224,516 22.50 平成28年10月31日 平成29年１月30日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後

となるもの

　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自 平成27年11月１日 至 平成28年１月31日）

 報告セグメントごとの売上高および利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 
報告セグメント 四半期連結

損益計算書
計上額機械製造販売 化学工業製品販売 計

売上高     

  外部顧客への売上高 1,307,719 7,604,748 8,912,467 8,912,467

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

－ － － －

計 1,307,719 7,604,748 8,912,467 8,912,467

セグメント利益又は損失 △277,117 386,246 109,129 109,129
 

(注) セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　

　当第１四半期連結累計期間（自 平成28年11月１日 至 平成29年１月31日）

 報告セグメントごとの売上高および利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 
報告セグメント 四半期連結

損益計算書
計上額機械製造販売 化学工業製品販売 計

売上高     

  外部顧客への売上高 1,218,604 7,268,547 8,487,151 8,487,151

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

－ － － －

計 1,218,604 7,268,547 8,487,151 8,487,151

セグメント利益又は損失 △310,641 388,594 77,953 77,953
 

(注) セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成27年11月１日
  至  平成28年１月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成28年11月１日
  至  平成29年１月31日)

１株当たり四半期純利益
又は１株当たり四半期純損失(△)

2.93円 △0.16円

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益
又は親会社株主に帰属する四半期純損失(千円)

29,255 △1,628

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益又は普通株式に係る親会社株主に
帰属する四半期純損失(千円)

29,255 △1,628

普通株式の期中平均株式数(株) 9,978,533 9,978,525
 

（注）　当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失で

あり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

巴工業株式会社(E01705)

四半期報告書

14/16



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年３月10日

巴工業株式会社

取締役会  御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   西   田   英   樹   

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   小   山   浩   平   

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている巴工業株式会社

の平成28年11月１日から平成29年10月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成28年11月１日から平成29

年１月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年11月１日から平成29年１月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、巴工業株式会社及び連結子会社の平成29年１月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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